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株価下落・円高の急激な進行

3

○株価は１０月２７日には一時、バブル崩壊後最安値を更新、２６年ぶりに７，１００円台。

○１０月２４日には一時、１ドル＝９０円台に。１３年ぶりの円高水準を記録。

08年10月27日
7163円

バブル崩壊後
最安値

１３年ぶりの
円高水準

（円）

（円/ドル）

出所：Yahoo!JAPANファイナンス



日銀短観

4出所：日銀短観

業況判断ＤＩ（前期比季節調整値）

注）日銀短観では資本金２千万円～１億円の企業を中小企業と定義。調査対象企業数は約５，０００社。

○大企業・中小企業とも景況感が厳しく、特に中小企業が急速に悪化。
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企業の倒産動向
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○２００６年度以降、企業の倒産件数は増加傾向。

○特に直近では、運転資金の欠乏等による倒産が急激に増加。

企業倒産件数の推移

出所：東京商工リサーチ出所：帝国データバンク

運転資金の欠乏等による倒産件数の
対前年比増減率
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「受託開発ソフトウェア業」、
「パッケージソフトウェア業」、
「情報処理サービス業」など
情報サービス・ソフトウェア業も
11/14から新たに本保証制度
の対象に

新しい保証制度「原材料価格高騰対応等緊急保証」の実施
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国内総生産（名目）に占めるソフトウェア関連産業

内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部企画調査課「国民経済計算年報」、特定サービス産業実態調査（平成18年）

電気・ガス・水道業

2.2%

一般のサービス業

18.7%

情報サービス業

2.7%

組込み関連製造業

13.1%

建設業

6.3%

運輸・通信業

6.6%

金融・保険業

6.9%

組込み以外の製造業

8.2%

卸売・小売業

13.5%

不動産業

11.9%

農林水産業

1.5%

政府・その他

(税金・利子等の補正を含む）

8.3%

鉱業

0.1%
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国内主要産業の国際競争力の推移

世界市場に占める日本企業のシェア

世界市場規模（M$）

1998年

2006年
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自動車
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モバイルPC

DVDレコーダ

デジタルカメラ

シリコン
ロボット

出所：財務省貿易統計：2007年

原料品 1.2%

電子部品等・その他

15.9%

食料品 0.5%
鉱物性燃料 1.2%

その他組込み
関連機器2.5%

輸送用機器

24.8%

電気機器

（電子部品・電池を除く）

13.4%

化学製品

9.2%

原料別製品

11.8%

19.4%

（ベアリングを除く）

一般機械

輸出に占める組込み関連製品の割合
07年輸出総額83兆9314億円

輸出製品の輸出製品の66割以上が組込み関連製品割以上が組込み関連製品
輸出総額輸出総額8484兆円（うち組込み関連製品兆円（うち組込み関連製品5050兆円）兆円）

世界市場が拡大する中で日本企業のシェアは減少傾向世界市場が拡大する中で日本企業のシェアは減少傾向
主要製品の平均シェア：主要製品の平均シェア：9898年年4343％→％→0606年年3232％％

組込み関連製品の合計 50兆4636億円

国際競争力向上に
向けた企業強化策
の実施が急務



事業部門の全開発費の内訳とソフトウェア開発費の推移

組込みに関連しない
開発費

25.8%

組込み関連
その他
5.7%

ハードウェア（機構系）
9.7%

ハードウェア（電子系）

16.4%

ソフトウェア開発費
42.4%
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組込み製品開発費（1,000億円）

組込みソフトウェア開発費（1,000億円）

製品開発費に占める組込みソフトウェア開発費の割合

1,000億円

組込み製品開発費と組込みソフトウェア開発費の推移全開発費の内訳

組込み製品開発費とその組込み製品開発費とその44割以上を占める組込みソフトウェア開発費は年々増割以上を占める組込みソフトウェア開発費は年々増

加加
組込みソフトウェア開発費：組込みソフトウェア開発費：0404年年2.12.1兆円→兆円→0808年年3.53.5兆円兆円

10
出所：組込みソフトウェア実態調査



組込みソフトウェアの規模の急拡大
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組込みソフトウェアは、近年、規模が急拡大
→最終製品の性能を決定する大きな要素に

2000年当時

100万行

500万行
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自動車
プログラム行数

2001年当時
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携帯電話
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2002年当時
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5倍以上

DVDレコーダプログラム行数
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組込みソフトウェア産業強化の重要性

■革新的技術戦略中間
とりまとめ（平成20年4月
／総合科学技術会議）の
革新的技術一覧

■重点計画2008（平成20年8月／IT戦略本部）
「組込みシステムの中の共通基盤的なソフトウェアのプラットフォーム化推進に向けた企業連携を促進する具
体的な施策について、2008年度に引き続き検討を行うとともに、2009年度までに車載制御用の高信頼な基盤
ソフトウェア・開発環境等を開発・整備する。」

■知識融合を通じた成長力の強化中間論点整理（平成20年5月／産業構造審議会情報経済分科会）
「・我が国が強みを有する製造業等において蓄積されてきた技術とソフトウェアにおける機能実現力の融合を
促進すべきではないか。また、ソフトウェアの機能・アーキテクチャに係る競争領域と非競争領域の選別をい
ち早く進め、自動車等の分野を始めとして、非競争領域における業界横断的な取組を進め、国際標準を積極
的に獲得すべきではないか。
・セットメーカ、ソフトベンダ等を集めた協議会を立ち上げ、自動車、情報家電等拡大する組込みソフトウェア産
業の基盤強化・環境整備を図るとともに、戦略分野におけるコンソーシアムの形成を進め、グローバル展開を
視野に入れた戦略的な投資の実施を促すべきではないか。」
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不具合の多発
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２００７年

３月 携帯電話 使い方によってフル充電できず電池劣化が進行する可能性。充電機能など
でソフトウェア不具合。

５月 ひかり電話 ３１８万回線が３時間半にわたり不通。中継機器交換時にコマンド誤入力。

５月 国内線予約システム １３０便が欠航。４万人以上に影響。損失４．５億円。空港端末とホスト
コンピュータをつなぐルータ管理プログラムの設定ミス。

５月 天然ガス自動車 燃料噴射装置に過大電流が流れ、走行中エンストして再始動が不可になる
おそれ。エンジン電子制御コントローラのプログラムにミス。

10月 自動改札機 ８都県６６０駅の４３００台の改札機が起動せず。約２６０万人に影響。
中央コンピュータからのデータをＩＣカードに書き込むプログラムにミス。

２００８年

２月 携帯電話 道案内や決済など一部のソフトが利用できず。稼働台数は８９４台。

３月 ＡＴＭ 指静脈認証機能付きＡＴＭ３２３台が停止。生体認証サービスの試行開始
日にトラブル発生。

３月 携帯電話 １．６万台販売分を回収・修理。

４月 自動車 一定速度制御による高速走行中にアクセルを踏み込むとエンジンが停止す
るおそれ。エンジン制御プログラムが不適切。約２６００台リコール。

８月 ひかり電話 ルーターのソフトに不具合。電源を一定日数以上入れたままにすると通話
出来なくなる可能性。



製品出荷後の不具合の原因

製品企画・仕様の不具合
8.6%

ソフトウェアの不具合
46.3%ハードウェア設計の不具合

21.8%

製造上の不具合
12.7%

運用・保守の不具合
5.1%

その他
5.5%

不具合の原因のトップは「ソフトウェアの不具合」。全体の４割以上を占め、ソフト不具合の原因のトップは「ソフトウェアの不具合」。全体の４割以上を占め、ソフト
ウェアの品質が組込み製品の品質を決める最大要因。ウェアの品質が組込み製品の品質を決める最大要因。
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出所：組込みソフトウェア実態調査



機能安全とは
「機能安全」とは、絶対的な安全を確保
する「本質安全」という概念とは異なり、安
全度水準を設定してリスクの評価を行い、
許容リスク以下になるようにリスク軽減を
実施するという考え方。

ソフトウェアの機能安全
－ これまで欧州主導（独など）で進めら
れてきており（これまでは原子力、産業機
械などが対象）、現在、自動車を対象とし
て国際規格化(ISO26262)の動きが本
格化。

－ 現行のIEC61508では、製品の安全
要求度合いに応じて、機能安全基準
(SIL(Safety Integrity Level))を設定。
国際規格では、求められるレベルに応じて
、推奨する手法（安全要求仕様の決め方、
プログラミング言語の種類等）が規定され
る仕組み。

各ＳＩＬレベルごとに製品ライフサイクルの全てにおい
て適用すべき技術・手法・人材スキル等を定めたも
の

ＳＩＬ４

ＳＩＬ３

ＳＩＬ２

ＳＩＬ１

安全度水準

ＨＲ Ｒ ＨＲ ＮＲ

ＨＲ Ｒ ＨＲ ＮＲ

Ｒ － ＨＲ ＮＲ

Ｒ － Ｒ －

技術 手法 スキル ・・・

Ｒ：推奨 ＨＲ：強く推奨 ＮＲ：推奨しない

（システム毎に被害の大きさ、発生頻度から規定）

国際規格の動き（機能安全規格）
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①信頼できるインフラに基づく高度情報化社会の実現
②情報システム・ソフトウェアの信頼性に基づく、情報サービス産業のグローバル競争戦略の確立

高度なグローバル・ネットワーク社会に対応した“信頼できる情報社会インフラ”を実現し、同時にそれを実
現した日本のＩＴ企業の技術力を競争力の源泉として、グローバル展開できる仕組みを構築。

情報システムのディペンダビリティ向上のための２つの取組みの方向性

１．高度な情報システムの開発／運用方法の確立

①情報システムの品質・信頼性の見える化

②ソフトウェア・エンジニアリングの高度化

③異なるシステム同士の相互運用性の確保

２．情報システムに係る取引慣行の改善

①ユーザ・ベンダ間で合意すべき事項の明確化

②モデル取引・契約書の活用促進

４．国際標準化を通じたＩＴ企業のグローバル展開支援

システム品質の基準・評価手法等の国際標準化

３．重要インフラ情報システムの開発／運用体制強化

重要インフラの障害情報の収集・分析・共有体制の整備

情報システムの
ディペンダビリティ向上

信頼できる情報
社会インフラの構築

信頼できるソフトウェア・
システムを競争力とした
ＩＴ企業の国際展開

情報システム・ソフトウェアの信頼性向上に向けた基本概念
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情報システムの信頼性向上に向けた経済産業省の取組経緯

2004年10月
ＩＰＡ／ソフトウェア・エンジニア
リング・センター設立

ＩＰＡ／ソフトウェア・エンジニア
リング・センター設立

産業構造審議会情報サービス・
ソフトウェア小委員会

産業構造審議会情報サービス・
ソフトウェア小委員会

2005年8月

2005年秋

情報システムの信頼性向上に
関するガイドラインの策定

情報システムの信頼性向上に
関するガイドラインの策定2006年6月

2007年4月 モデル取引・
契約書(第一版)

モデル取引・
契約書(第一版)

2006年9月

モデル取引・契約書
(追補版)

モデル取引・契約書
(追補版)

情報サービス・ソフトウェア小委員会
中間とりまとめ

（情報サービス・ソフトウェア産業維新）

情報サービス・ソフトウェア小委員会
中間とりまとめ

（情報サービス・ソフトウェア産業維新）

2008年4月

2007年8月

2007年5月 航空機予約システムの障害

情報システムの信頼性向上の
ための緊急点検

情報システムの信頼性向上の
ための緊急点検

CoBRA法の国内での実証、普及
：国内ＩＴ企業を対象に、独ＩＥＳＥが
開発したソフトウェア開発見積もり
手法をモデル実証。

共通フレーム２００７の策定：

ユーザ・ベンダ間における相互の
役割、業務範囲、契約上の責任等の
用語や作業内容の標準化への取組。

ＥＰＭ（Empirical Project Monitor）
ツールの開発：ソフトウェア開発プロ
ジェクトを可視化するためのツール。

ソフトウェア開発データ白書：
ソフトウェア開発プロジェクトの実績
データを収集、分析、統計処理し、
実践的なデータの活用方法を解説。

2008年9月
情報システムの信頼性向上に関するガイ

ドライン第２版（案）の策定

情報システムの信頼性向上に関するガイ
ドライン第２版（案）の策定

証券取引所におけるシステム障害

モデル契約
研究会

モデル契約
研究会
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ソフトウェア・エンジニアリング・センター（SEC）の設立

19

ソフトウェア・エンジニアリング・センター（ＳＥＣ）の設立（2004年10月）ソフトウェア・エンジニアリング・センター（ＳＥＣ）ソフトウェア・エンジニアリング・センター（ＳＥＣ）の設立（の設立（20042004年年1010月）月）

多発する情報システム・ソフトウェア障害への対応

○○ ソフトウェアの品質・信頼性の向上のための取組みを行う産学官の実践拠点ソフトウェアの品質・信頼性の向上のための取組みを行う産学官の実践拠点

東証におけるシステム障害

＜具体例＞東証におけるシステム障害（2005.11）

「情報システムの信頼性向上に関するガイドライン」（2006.3）
策定にあたりＩＰＡ／ＳＥＣが技術的な観点から全面的に協力

東証の次期システム構築にＳＥＣの知見を活用

エンタプライズ系ソフトウェアと組込み系ソフトウェアの開発力強化、情報システムの品質・信

頼性の向上に取り組むとともに、その成果を実践・検証するための先進ソフトウェア開発プロ

ジェクトを産学官の枠組みを越えて展開。

こうした活動から日本のソフトウェアの競争力向上を実現し、技術開発の推進・国際標準の獲

得・中心となる人材の育成を図る。

設 立 目的設設 立立 目目 的的



ソフトウェアエンジニアリングの推進
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高度なソフトウェアエンジニアリングの研究・普及を通じたソフトウェアのQCD向上

○○SECSECの活動の活動

課題解決に向け海外の関連機関とも連携

米国
カーネギーメロン大学

ソフトウェアエンジニアリング研究所
（ＳＥＩ）等

（CMMI次期バージョンの策定に参画など）

欧州（ドイツ）
フラウンホーファ協会

実験的ソフトウェアエンジニアリング
研究所（ＩＥＳＥ）等

（先進的な見積り手法を共同で研究など）

アジア
韓国ソフトウェア振興院

（ＫＩＰＡ）
タイソフトウェア産業推進機構

（ＳＩＰＡ）等

SECSEC
・ソフトウェア開発ライフサイクル
全般に関わるベストプラクティス 等

① ソフトウェア開発力強化

・「信頼性評価指標」策定
・定量データ分析、見積もり手法 等

② ソフトウェアの信頼性
向上に向けた取組

・ＳＥＣ成果のツール化の促進
・ＳＥＣ成果の普及の加速化
（23種類約18.4万部の書籍を発刊）
・東証の次期システム構築に適用
・JASPAR事業において適用 等

③ ＳＥＣ成果の導入・普及

・ＳＬＣＰ２００７の策定・普及 等

④ 国内・国際標準化の推進

・関連団体との連携

（JISA、JUAS、JASA、CSAJ、ITA、
SESAME、MATLAB、JASPAR 等）

⑤ 国内機関との連携

・ソフトウェアエンジニアリング
コミュニティの形成
・組込みスキル標準（ＥＴＳＳ）の整備 等

⑥ 人材の育成
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外部委託の状況
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組込みソフトウェア開発費の組込みソフトウェア開発費の49%49%は社内、は社内、4444％は社外％は社外

社内（ユーザ・メーカ）と社外（ベンダ）の比率はほぼ同等社内（ユーザ・メーカ）と社外（ベンダ）の比率はほぼ同等

競争力強化のために
はユーザ・メーカとベ
ンダ双方の強化と連
携の強化が必要

組込みソフトウェア開発費の内訳

購入費

7.2%

社内経費

（人件費を含
む）
48.7%

その他の外部
委託費

1.8%

外部開発委託費

24.7%

人材派遣費

8.2%

ソフトウェア

購入費

9.5%

ハードウェア

社外比率 44.2% 社内比率： 48.7% 出所：組込みソフトウェア実態調査

海外グループ企業以外
8.6%

海外グループ企業
10.9%

国内グループ企業以外（中小企業）

国内グループ企業以外
（大企業）

18.4%

21.4%

40.7%

国内グループ企業

委託先別外部委託費の割合



外部委託／受託の課題
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外部との取引において多くの課題あり。発注側では委託コストの増加、受託側では利外部との取引において多くの課題あり。発注側では委託コストの増加、受託側では利
益の圧迫等の原因。益の圧迫等の原因。

1番目 2番目 3番目

品質管理が難しい

委託先の人材の継続的な確保が難しい

納期・開発工程の管理が難しい

技術の蓄積が難しい

要求仕様や設計仕様の共有が難しい

委託前の仕様や計画の確定が難しい

コストが高い

開発工数管理が難しい

委託先の技術レベルの把握が難しい

ノウハウが流出してしまう

結合テストが難しい

検収判定が難しい

保守・改良が難しい

コミュニケーション（距離・時差による）

知的財産権の取り扱いが難しい

仕事の進め方の違い

その他

0% 20% 40%

仕様や計画の変更が多い

品質管理が難しい

要求仕様や設計仕様の共有が難しい

取引金額が安い

納期・開発工程の管理が難しい

知的財産権の確保が難しい

人材の継続的な確保が難しい

開発工数管理が難しい

仕事の進め方の違い

技術の確保・向上が難しい

納品後のサポートが大変

成果物の定義が不明確

検収判定が厳しい

新技術の獲得が難しい

コミュニケーション（距離・時差による）

ノウハウが流出してしまう

その他

0% 20% 40% 60%

委託の課題（委託先：国内中小企業） 受託の課題（発注元：国内大企業）

出所：組込みソフトウェア実態調査
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ユーザ（メーカ）の目指す競争力強化の方向性

資産（人材・資金）

を強みの活かせ
る領域へシフト

ユーザ（メーカ）の目指す方向性

競争領域をモジュール

化・プラットフォーム化
し、資産（人材・資金）
を強みの活かせる高
価値領域へシフト

高価値領域
高価値領域での開発力強化
による競争力の強化

非競争領域

モジュール化・プラットフォーム
化できる競争領域はベンダへ

高価値領域

資産（人材・資金）

を強みの活かせ
る領域へシフト

強みを活かせる領域へのシフト
高価値領域

非競争領域

非競争領域

ユーザ（メーカ）は強みを活かせる高価値領域へ資産（人ユーザ（メーカ）は強みを活かせる高価値領域へ資産（人
材・資金）を集中し国際競争力を強化材・資金）を集中し国際競争力を強化
モジュール化・プラットフォーム化できる競争領域は部品モジュール化・プラットフォーム化できる競争領域は部品
化して部品ベンダ（サプライヤ）・ツールベンダにシフト化して部品ベンダ（サプライヤ）・ツールベンダにシフト

高価値領域に集中
するため競争領域を
担えるベンダと協業

競争領域

部品ベンダが分担
する競争領域

市場・技術の進化により
拡大する競争領域

競争領域
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ベンダの目指す競争力強化の方向性

独自開発に必要なシステム設計・検証技術力の獲得独自開発に必要なシステム設計・検証技術力の獲得
ユーザ（メーカ）の競争領域を分担できる企業力の獲得ユーザ（メーカ）の競争領域を分担できる企業力の獲得
受託開発企業から部品ベンダ・ツールベンダへシフト受託開発企業から部品ベンダ・ツールベンダへシフト

部品ベンダ・ツール
ベンダとしてユーザ
（メーカ）と協業

ベンダの目指す方向性

部品・ツール開発受託開発

部品開発で中心
となる技術力

受託開発で中心
となる技術力

システムテストシステム要求分析

システム結合システムアーキテクチャ設計

ソフトウェアテストソフトウェア要求分析

ソフトウェア設計 ソフトウェア結合

ソフトウェア実装

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0%

組込み製品開発（応用製品）

受託開発（ソフトウェア受託開発・
開発サービス）

ソフトウェア部品開発（ソフトウェア製品・
開発環境・ツール・技術開発等）

出所：組込みソフトウェア実態調査

利益率の比較
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組込みソフトウェア開発の課題解決の有効手段

事業責任者 プロジェクト責任者 技術者

0% 40% 80% 0% 20% 40% 60% 0% 10% 20% 30%

技術者のスキル

技術者の確保

PMのスキル

開発手法・開発技術

PMの確保

管理手法・管理技術

新技術の開発・導入

開発環境の整備・改善

委託先の確保･能力

経営者・投資家の理解

開発製品数・開発費の
削減・最適化

その他

技術者のスキル

要求仕様

PMのスキル

品質向上の取組

開発計画

経営者の理解

コミュニケーション

開発期間

技術者の人数

開発予算

安全性への配慮

技術者の製品知識

工数見積もり

開発プロセス

ドキュメンテーション

人員配置と役割

外部委託先の能力

成果物の定義

開発の難易度

拠点間の連携

作業標準

開発スペース

開発機材

技術者のスキル

技術者の人数

要求仕様

開発期間

経営者の理解

PMのスキル

品質向上の取組

コミュニケーション

開発予算

ドキュメンテーション

安全性への配慮

開発計画

人員配置と役割

工数見積り

開発プロセス

開発スペース

拠点間の連携

成果物の定義

開発機材

作業標準

技術者の製品知識

外部委託先の能力

27

組込みソフトウェア開発の課題解決には人材のスキル向上が重要組込みソフトウェア開発の課題解決には人材のスキル向上が重要
出所：組込みソフトウェア実態調査



スキルの見える化～ＥＴＳＳ（組込みスキル基準）
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教育研修基準

キャリア基準スキル基準

組
込
み
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
開
発
技
術

通信

情報

システム
要求分析

プロジェクト
管理

技術
要素

開発
技術

管理
技術

キャリアフレームワーク

職種毎のスキル分布特性スキルフレームワーク

教育プログラムフレームワーク

科目の教育項目

スキル基準を基点として有機的に結合スキル基準を基点として有機的に結合

レベル４（最上級）

レベル３（上級）

レベル２（中級）

レベル１（初級）

： あらたな技術を開発できる

： 作業を分析し改善・改良できる

： 自律的に作業を遂行できる

： 支援のもとに作業を遂行できる



ＥＴＳＳの構成
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製品開発製品開発

開発技術を用いて製品を開発する

分析分析 設計設計 実装実装 テストテスト

製品開発を管理技術を用いて管理する

プロジェクトマネジメントプロジェクトマネジメント プロセスマネジメントプロセスマネジメント

組込みシステム組込みシステム
製品開発に使用する構成要素製品開発に使用する構成要素

通信通信

情報処理情報処理

マルチメディアマルチメディア

ユーザインターフェースユーザインターフェース

ストレージストレージ

計測･制御計測･制御

プラットフォームプラットフォーム

・・・・・・・・・・・・

技術要素技術要素

開発技術開発技術

管理技術管理技術



スキルレベル1の比率によるパフォーマンスの違い

新規開発行数1行当たりの費用

1人週当たりの新規開発行数

スキルレベル1が多い（20％以上）
スキルレベル1が少ない（20%未満）

1,000行当たりの不具合数

0

0.5

1

1.5

2

2.5

0

0.5

1

1.5

2

2.5
2007 2008

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0

500

1000

1500

2000

2500

3000
2007 2008

0

50

100

150

200

250

300

0

50

100

150

200

250

300

2007 2008
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出所：組込みソフトウェア実態調査



ＥＴＳＳでみる開発プロジェクトのスキルプロファイルの例
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0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

通
信
情
報

M
M
U
I
記
憶
制
御

P
F
シ
要
シ
設
ソ
要
ソ
方
ソ
詳
ソ
作
ソ
結
ソ
適
シ
結
シ
適
統
合
範
囲
時
間
費
用
品
質
組
織
伝
達
危
機
調
達
工
程
知
財
環
境
構
成
対
話
交
渉
統
率
解
決
経
営
会
計
市
場
人
材

レベル1 レベル2 レベル3 レベル4

通信 通信技術
情報 情報処理
ＭＭ マルチメディア
ＵＩ ユーザインタフェース
記憶 ストレージ
制御 計測・制御
ＰＦ プラットフォーム

シ要 システム要求分析
シ設 システム設計
ソ要 ソフトウェア要求分析
ソ方 ソフトウェア方式設計
ソ詳 ソフトウェア詳細設計
ソ作 ソースコード作成とテスト
ソ結 ソフトウェア結合
ソ適 ソフトウェア適合性確認テスト
シ結 システム結合
シ適 システム適合性確認テスト

統合 統合マネジメント
範囲 スコープマネジメント
時間 タイムマネジメント
費用 コストマネジメント
品質 品質マネジメント
組織 組織マネジメント
伝達 コミュニケーションマネジメント
危機 リスクマネジメント
調達 調達マネジメント
工程 開発プロセス設定

知財 知財マネジメント
環境 開発環境マネジメント
構成 構成管理・変更管理

対話 コミュニケーション
交渉 ネゴシエーション
統率 リーダシップ
解決 問題解決

経営 経営
会計 会計
市場 マーケティング
人材 HCM

レベル４：新たな技術を開発できる
レベル３：作業を分析し改善・改良できる
レベル２：自律的に作業を遂行できる
レベル１：支援のもとに作業を遂行できる

技術要素 開発技術 管理技術 パーソナル ビジネス



スキル標準の国際化の動向

32

e-Competence
Framework

SFIA
(英)

AITTS
(独)

Cigref
(仏)

Skill Standards for
Information Technology

NWCET(米)

共通キャリア
スキル

フレームワーク

ＩＴスキル
標準
（ＩＴＳＳ）

組込み
スキル標準
（ＥＴＳＳ）

情報システム
ユーザー
スキル標準
（ＵＩＳＳ）

準拠

情報処理
技術者試験

参照

参照

参照

ヨーロッパ

日本

米国

ITに関わるスキル標準

SFIA: Skills Framework for the Information Age
AITTS: Advanced IT Training System
CIGREF: Club Informatique des Grandes Entreprises Françaises
NWCET: National Workforce Centre for Emerging Technologies

スキル標準について、現状、世界統一規格は存在しない。
一部の職種（PM)は、 ISO化(PC236)の動きあり。
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○車載制御基盤ソフトウェア（リアルタイムOS、通信用ミドルウェア等）の開発
○開発環境・ツールの開発（設計ツール等）

○開発プロセスの確立（IPA/SECと協力して、開発プロセス標準（ESPR）、スキル標準（ETSS）など先端的なソフ
トウェアエンジニアリング手法を適用）

○JASPARへの委託により、自動車のエンジンやブレーキなどの制御向けの高信頼な基
盤ソフトウェア（リアルタイムOS、通信用ミドルウェアなど）を開発。
○信頼性の高いソフトウェアを作り出す開発ツール（設計支援など）も整備。

開発体制開発体制

JASPAR会員企業
（自動車メーカ、サプライヤ、組込みソフトベンダ、半
導体ベンダ、ツールベンダ）

ｿﾌﾄｳｪｱ・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・ｾﾝﾀｰ

（IPA/SEC）協力

開発ﾌﾟﾛｾｽ標準（ESPR）
組込みｽｷﾙ標準（ETSS) 等

開発内容開発内容

○自動車をはじめとするあらゆる産業において、ｿﾌﾄｳｪｱは競争力の源泉。その開発規模が急速に拡大。

→ ｿﾌﾄｳｪｱ開発・利用の効率性向上が鍵であり、ｿﾌﾄｳｪｱのﾓｼﾞｭｰﾙ化・ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ化を進めることが重要。

○特に自動車は、消費者の安全の観点から信頼性の高いｿﾌﾄｳｪｱの構築が重要。

○我が国に少ない車載向けｿﾌﾄｳｪｱﾍﾞﾝﾀﾞ・ﾂｰﾙﾍﾞﾝﾀﾞの育成を行い、組込みｿﾌﾄｳｪｱ産業の競争力強化を図る。

開発の狙い開発の狙い

事業の概要事業の概要

高信頼な基盤ソフトウェアの開発

34



国プロで適用したＳＥＣ成果
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 ETSS （Embedded Technology Skill Standards)

組込み技術者・開発組織のスキル可視化ツール

 ESPR （Embedded System Development Process Rｅｆｅｒｅｎｃｅ）

組込みソフトウェア開発向け、開発プロセス標準

 ESMR （Embedded System Development Management Rｅｆｅｒｅｎｃｅ）

組込みソフトウェア開発向け、プロジェクトマネージメント標準

 EPM （Empirical Project Monitor）

リアルタイム・プロジェクト・モニタリング・システム

ＳＥＣ成果も適用しつつ、高信頼な基盤ソフトウェア等を開発ＳＥＣ成果も適用しつつ、高信頼な基盤ソフトウェア等を開発



1. 直近の景気動向

2. 組込みソフトウェア産業の重要性

3. 組込みソフトウェアの信頼性

4. 産業構造の目指すべき方向性

5. 人材スキルの見える化

6. 基盤ソフトウェアの開発

7. まとめ
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組込みソフトウェア産業強化施策の全体像
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（目標）あらゆる産業の競争力の源泉及び国民生活の安全・安心の基盤となる（目標）あらゆる産業の競争力の源泉及び国民生活の安全・安心の基盤となる
強固な組込みソフトウェア産業の確立強固な組込みソフトウェア産業の確立

技術開発支援
中小企業の技術力強化
（サポーティングインダストリ施策）

見える化支援

 組込みソフトウェア産業実態調査
 標準産業分類での創設
 組込み人材スキルの見える化
（ETSSの改善・普及）

信頼性向上支援

情報システムの信頼性向上ガイドライ
ン等に基づく取組

ソフトウェアエンジニアリングの研究・
普及

過度の「摺合せ」から
適切な「組合せ」へ

・高生産、高信頼なシステム構築

・セット製品の国際競争力強化

組込みソフト産業構造改革

下請受注型及び大企業型の
2極化構造から独立系組込み
ソフトベンダの創出

・企業価値の強化、国際競争力向上

・独自生産・開発能力の向上

人材対策

中小企業の技術
開発の推進

課 題

不具合発生の
低減

外部委託に伴う
トラブル

外部委託に伴う
トラブル（再掲）

高信頼な
基盤ソフトウェアの開発

ユ
ー
ザ
・
ベ
ン
ダ
間
で
の
協
業
促
進



各国一人当たりのＧＤＰ

38（経済産業省にて試算）

各国の一人当たりＧＤＰ（２００６年）
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2006 年時点
の順位

1994 年時点
の順位

最近の世界の成長分野は①金融、②ＩＴ、③資源（原油、天然ガス等）



パラダイムシフト
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ATM

各店舗

銀行システム

勘定系システム

勘定系DB

端末

情報系システム

顧客情報DB

営業店舗

情報DB

衝突回避

自律走行

※統合システム：
インフラとそれにつながる機器を含めたシステム

最短ルート情報

カーナビ

道路交通

情報システム

渋滞情報

信号待ち情報

エンジンの機能を電子的に制御

（燃料の噴射の量・タイミング等

の制御）

カーナビ、ＥＴＣシステム等の機

能を電子的に制御

エアコン、エアバッグ等の機能を

電子的に制御

ステアリング、ブレーキ等の機能

を電子的に制御上図、四角の箱に組込みシステムが搭載

車＝Mobility Service、ITS＋電気自動車への流れの中で、全体アーキテクチャー・
相互運用性について業際視点やグローバル視点で考えることが求められる時代である。
世界の自動車・家電輸出基地である日本から、グローバルサービスの提供センターへ。



OECD・CIIE ソフトウェア分野におけるイノベーションプロジェクト

40

２００６年５月のＯＥＣＤ閣僚理事会において二階経済産業大臣が本プロジェクトを提案し、
ＯＥＣＤ・ＣＩＩＥ（産業・イノベーション・起業委員会）の下に発足。
ソフトウェアのイノベーションに影響する技術、投資など様々な要因について分析。
イノベーションを促進するための競争政策、知的財産政策など政策アプローチのあり方を検討。

イノベーションプロジェクト概要

「ソフトウェア分野におけるイノベーション」

プロジェクトの第４回会合の位置づけ。

世界２４カ国から学識者、産業界、政府関係者が参加。

カンファレンスでは、各セッションにテーマを設定し、

ソフトウェアのイノベーションについて、世界各国の

産業界・学識者、政府関係者が幅広い立場から講演、

議論を行うとともに、ソフトウェアの信頼性向上に向けた

日本の取り組み等を紹介。

東京カンファレンス（第４回会合）（2008/10/6）

各セッションのテーマ
・基調講演：「ソフトウェア、これまでの変遷と未来」
・セッション１：「ソフトウェア開発企業が抱える課題とユーザーからのニーズを踏まえて描く今後の展望」
・セッション２：「ソフトウェア産業の構造変化がもたらす課題と新たな可能性」
・セッション３：「ソフトウェア産業におけるイノベーション創出に向けて～日・欧・米の課題と政策」

カンファレンスセッションの様子


